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Ⅰ 政務活動費の基本指針 

政務活動費は、議員の政務活動に資するため必要な経費の一部として会派

に交付されるもの（北九州市議会における政務活動費の交付に関する条例（以

下「条例」という。）第１条に規定）であるため、その執行にあたっては次の

ことに留意することが必要です。 

１ 使途・支出について 

政務活動費の使途・支出を決定するにあたっては、次の点を考慮した上

で判断して下さい。 

（１） 市政に関する政務活動のために必要な活動であること 

（２） 活動内容が条例の使途基準に合致していること 

（政務活動費を充てることができる経費の範囲） 

第 4条 市長は、会派が行う調査研究、研修、広報、広聴、要請及び陳情の

活動等市政の課題及び市民の意思を把握し、市政に反映させる活動その他

の住民の福祉の増進を図るための活動（以下「政務活動」という。）に資

するため必要な経費の一部として、政務活動費を交付するものとする。 

（３） 政務活動に要した経費が社会通念上適切であること 

（４） 支出について説明ができるよう必要書類等を整備していること 

２ 実費弁償の原則 

政務活動は、社会通念上、妥当な範囲のものであることを前提としたう

えで、活動に要した費用の実費を支出することを原則とします。

３ 按分による支出

議員活動は、政務活動、政党活動、後援会活動、選挙活動等多くの活動

が渾然一体となって行われており、それらを明確に区分することは困難な

場合が考えられます。 

そのため、このような場合は、次のように政務活動に要した時間や面積、

距離の割合で政務活動費に要した経費を計算することが合理的な手法で

あると考えられます。 



- 2 - 

なお、使用実態に応じた按分率にて計上する場合は、提出書類にその理

由（時間、面積、距離等による按分）を補記するとともに、根拠等を証す

る書類を保存することとします。 

（１） 活動全体にかかった総時間に対する政務活動に要した時間の割合で

算出する方法 

（２） 活動全体に使用した総面積・総距離に対する政務活動に使用した面

積・距離の割合で算出する方法 

（３） 上記の方法が困難な場合は、次のとおり、活動要素の数や量、活動

状況に応じて按分し、実費相当分を支出する方法があります。 

ア 政務活動と政務活動以外の議員活動との兼用で使用する場合につ

いて、全体の２／３を上限として支出できることとします。 

なお、この場合、私的使用が想定されるものの計上については、  

提出書類にその理由を補記することとします。 

（例） 

・ ガソリン代「自家用車は別に所有」等の理由を補記 

・ 携帯電話代「私的使用は別に所有」等の理由を補記 

イ 私的使用、政務活動及び政務活動以外の議員活動との兼用で使用 

する場合について、全体の１／３を上限として支出できることとし

ます。 

Ⅱ 政務活動費の支出が不適切な事例について 

政務活動費の性質上、次の活動の経費に対して支出することはできません。 

なお、それぞれ不適切な支出の事例については次のとおりです。        

１ 交際を目的とする活動         

・ 香典、祝金、寸志等の冠婚葬祭に関する経費 

・ 見舞い、餞別、中元・歳暮、年賀状の購入等儀礼的活動に関する経費 
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２ 政党本来の活動 

・ 党大会への出席に要する経費 

・ 政党としての活動に要する経費 

・ 政党の広報紙、パンフレット、ビラ等の発行に要する経費 

・ 政党組織の事務所の設置及び維持管理に要する経費 

・ 政治資金パーティー券購入等の経費 

３ 選挙活動 

・ 国政・地方選挙などの各種団体への支援依頼活動に要する費用 

・ 選挙ビラ発行等に要する経費 

４ 後援会活動 

・ 後援会の広報紙、パンフレット、ビラ等の発行に要する経費 

・ 後援会事務所の設置及び維持管理に要する経費 

・ 後援会主催の各種行事の開催に要する経費 

５ 私的活動 

・ 私的な観光、レクリエーションに要する費用 

・ 飲食を主目的とする会合の参加経費 

・ 個人の私的な活動のためのカメラやビデオ等の購入に要する経費 

・ 私的な資産形成につながる経費（プリペイドカード、図書カード、 

商品券等）      

・ 個人の立場で加入している団体等に対する経費（ＰＴＡ会費等） 

６ 政務活動費の対象外となる活動

本会議や委員会への出席、議員派遣等の議会活動は、費用弁償の対象と 

なるため、政務活動費の対象とはならないとされています。 

７ 経費の二重支出 

公務などで旅費等が支給される場合、いかなる理由があっても、政務活

動費から旅費等の経費を別途支出することはできません。 
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Ⅲ 複数の経費区分に関連する基礎的経費の考え方 

１ 交通費 

（１）  公共交通機関の運賃等 

政務活動に公共交通機関等（鉄道、船、航空、バス等）を利用する

場合には、その運賃等の実費を支出することとします。 

なお、運賃等は最も経済的な経路及び方法によるものとし、政務活

動で使用したことが説明できるよう、領収書を保管するとともに、行

先・目的等を明らかにしておくことが必要です。

また、鉄道等を利用した場合で領収書を徴収できない場合は、会派

の代表者がその支出の事実を書類で証明することが必要です。使用者、

支払先、支出目的、年月日、金額が記載された書類を作成し、会派の

代表者が捺印して証明してください。 

     合理的な理由がある場合には、政務活動費でタクシー代を支出する

ことが可能です。ただし、その理由を領収書等に記載することとしま

す。

（２）  車の燃料代 

政務活動に車を利用する場合には、その燃料代の実費（政務活動で

使用した分に限る。）を支出することとします。 

したがって、車を政務活動に使用する場合は、原則として、その使

用を明確にするため、政務活動で使用した分について、走行目的や走

行距離などを記載した使用状況がわかる書類を作成・保管し、その書

類に基づき支出することとします。 

また、上記の方法が困難な場合は、活動要素の数や量、活動状況に

応じて按分し、実費相当分を支出する方法があります。 

ア 車を政務活動とそれ以外の議員活動との兼用で使用する場合の燃

料代について、全体の２／３を上限として支出できることとします。 

イ 車を私的使用、政務活動及びそれ以外の議員活動との兼用で使用す

る場合の燃料代について、全体の１／３を上限として支出できること

とします。   
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（３） 有料道路代及び駐車料金等 

        政務活動に必要な場合は、支出することができます。なお、ＥＴＣ

を利用した場合は、領収書に代わる利用明細を保管しておくこととし

ます。 

（４） 車に関わる経費 

車の購入経費（付属品を含む。）、車検代、保険料、修理代、車庫代、

自動車税については支出できないこととします。 

（５） 複数の経費区分にわたる経費 

       車の燃料代等、複数の経費区分に属する経費で、それぞれの内訳が

明確に算定できない場合は、主たる用途に合算して計上することがで

きることとします。 

２ 旅費 

旅費とは、出張に伴う交通費、宿泊料等を指し、「北九州市旅費条例」 

に準じて政務活動費から支出できることとします。

ただし、政務活動費は実費弁償を原則としていることから、宿泊料は実 

費とし（上限あり）、日当、夕食代の支出はできないこととします。 

なお、宿泊料については、視察等で利用するビジネスホテル、シティホ  

テル等の料金設定が一般的に 1泊朝食付きであることが多いことから、特別

なものでない限り、朝食代相当分を除くことなく、そのまま宿泊料として支

出できることとします。また、鉄道等を利用した場合で領収書を徴収できな

い場合は、会派の代表者がその支出の事実を書類で証明することが必要です。
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Ⅳ 項目別指針 

政務活動費の支出にあたっては以下の内容に十分留意することとし、特に

記載のないものに関しては、各会派の判断により、適正に運用することとし

ます。 

項 目 １ 調査研究費 

内 容 
市政の諸問題、地方行財政等に関する調査研究及び調査委託に要する

経費 

具体例 
資料印刷費、調査委託費、文書通信費、交通費、旅費、宿泊費等 

取扱い 【市外における調査要件の明確化】 
調査研究のために市外に赴き調査を行う場合には、以下の点に留意

し、調査要件を明確にする必要があります。 

（１） 調査が市政に関する調査研究の実質を有すること。 
（２） 出張に先立って調査項目等を準備すること。 
（３） 日時、用務先、対応部署、調査項目や概要など調査を実施し

たことが明らかになるよう、「様式１」（Ｐ２３）の報告書を作
成し、支出書類とともに提出すること。その他詳細な記録、入
手資料、名刺、写真等については、別途保管すること。 

（４） 会派で計画した調査等、所属議員が同じ日時、用務先等で調
査を行う場合には、会派でまとめた報告書を作成し、支出書類
とともに提出すること。その場合の報告書の作成は、連名とす
ることができる。 

【海外調査の可否】 
海外行政調査を行うことについては、海外調査の目的や地方行財政

等との関連性に照らし合わせて、合理的な必要性が認められる場合に、
経費を政務活動費から支出できることとします。 
なお、この場合も、調査企画書等に海外調査の必要性を記載して明

確にしておき、上記同様、「様式１」（Ｐ２３）の報告書を作成し、支
出書類とともに提出することとします。その他詳細な記録、入手資料、
名刺、写真等については、別途保管することとします。 

【キャンセル代の支出】 
キャンセル代に関しては、急な公務や親族の葬祭等客観的にキャン

セルすることがやむを得ないと認められる場合に限ることとします。 



- 7 - 

取扱い 
【公務出張における調査研究経費の支出】 

委員会視察等の公務出張において、公務終了後に、別途調査研究を

行った場合、公務の部分と調査研究の部分が明確に区分でき、調査研

究を行う合理的な理由がある場合に限り、交通費や入館料等必要な経

費を政務活動費から支出できることとします。なお、公務出張旅費に

含まれている経費は支出できないので、留意してください。 

【補助職員の活動経費】 
政務活動を補助するために必要な補助職員の活動経費（旅費、ガソ

リン代、駐車場代等）については、政務活動費から支出できることと
します。 
ただし、補助職員に出張を依頼する場合は、議員本人が出張するこ

とができない合理的理由がある場合に限ることとします。 
また、議員が先進地調査や現地調査を行う場合、同行する補助職員

等に係る費用は、身体上の理由から介助が必要な場合など特別な理由
がある場合を除き、政務活動費から支出できないこととします。 

【調査委託関係書類の作成・保管】 

調査委託を実施するときは、委託の目的、調査事項、委託期間、委

託金額、委託先などの具体的契約内容を記載した調査委託契約書によ

って契約し、調査報告書とともに保管することとします。 

【調査委託の補助職員及び親族への委託禁止】 

政務活動費対象の補助職員や生計を一にする親族を委託先とする調

査委託費の支出は、賃金の二重給付や生計への補填と誤解される恐れ

があるため、政務活動費から支出することができないこととします。 

ただし、補助職員又は親族が調査業務を「生業
なりわい

」としている場合は

除きます。 

【名刺作成に要する経費】 

 名刺作成に要する経費は、政務活動費から支出できることとします。

ただし、政務活動に通常必要な範囲のものとします。 

 なお、使用実態、形態等に応じて経費を按分し、政務活動に係る部

分のみを支出することができます。 

【交通費、旅費、宿泊費】 

 複数の経費区分に関連する基礎的経費の考え方は、 

「１交通費（Ｐ４）」「２旅費（Ｐ５）」を参照してください。
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項 目 ２ 研修費 

内 容 
政務活動のために必要な研修会の開催及び他の団体等の開催する研修
会への参加に要する経費 

具体例 講師謝金、会場費、交通費、宿泊費、文書通信費、旅費、参加費等 

取扱い 
【市政に関する研修会への参加】 

市政の諸問題や、地方行財政等に関するものなど政務活動に役立つ

研修会への参加であれば、政務活動費から支出できることとします。 

市外で開催される研修会に参加した場合は、「日時、会場、主催者名、

講師名、研修項目や概要」など研修に参加したことが明らかになるよ

う、「様式１」（P２３）の報告書を作成し、支出書類とともに提出する

こととします。その他、入手資料等については別途保管することとし

ます。 

【政務活動に必要な研修会等に付随する食事等の支出】 

 政務活動のために開催又は参加するものであっても、食事や酒類の 

提供を伴う場合は経費を政務活動費から支出することができないこと 

とします。（茶菓子程度は可とする。） 

ただし、研修会等に引き続き飲食を伴う懇談会等が設定されている

場合で、研修会等の経費と懇談会等の経費が区分できる場合は、研修

会等の経費（会場代、資料代等）のみ政務活動費から支出できること

とします。 

なお、この場合、開催日時、場所、相手方（主催者）、参加者、目的

等を記録した書類、資料等を保管することとします。 

【飲食を主とする店舗での会議経費支出の禁止】 

政務活動のための会議等を行う場所として、飲食を主とする店舗（ス

ナック、居酒屋等）での会議は、社会通念上、必要性や相当性がない

と判断されるため、政務活動費から支出することができないこととし

ます。 

【公務出張における研修経費の支出】 

委員会視察等の公務出張において、公務終了後に開催される研修会

等に出席した場合は、調査研究費（Ｐ７）の取扱いと同様とします。 
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取扱い 
【会場費・講師謝金】 

 会場費（会場借上費等）及び講師謝金（謝礼金、派遣料等）につい

ては、社会通念上認められる金額の範囲で、政務活動費より支出でき

ることとします。 

この場合、開催日時、場所、講師名、参加者、目的等の記載のある

書類、資料等を保管することとします。 

【交通費、旅費、宿泊費】 
複数の経費区分に関連する基礎的経費の考え方は、 

「１交通費（Ｐ４）」「２旅費（Ｐ５）」を参照してください。 
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項 目 ３ 広報費 

内 容 
政務活動及び市政について住民に報告し、及び広報するために要する
経費 

具体例 広報紙・報告書印刷費、会場費、茶菓子代、文書通信費、交通費等 

取扱い 
【広報紙の作成及び印刷】 

政務活動及び市政について住民に報告し、ＰＲするための広報紙等

を作成するための費用は、政務活動費から支出することができること

とします。 

 ただし、作成する広報紙等の内容に応じて、「政務活動費の基本指針

（Ｐ１）」の按分による支出の考え方に基づき、全体における政務活動

に関する内容の占める割合（文字数や面積）で経費を按分することと

します。 

なお、作成した広報紙等は保管することとします。 

 また、広報紙等の配送等に係る諸費用についても、全体に占める政

務活動に関する内容の割合により按分することとします。 

【切手代の支出】

 切手は換金性があるため、すぐに使用する見込みのない切手を大量

に購入し保有することは、資金を留保しているとの見方をされる恐れ

もあり、政務活動費の実費弁償の原則の観点からも不適切であると考

えられますので、郵送に要する切手の購入は必要最小限とし、用途、

出納、残高等がわかる管理台帳を整備して管理することとします。 

なお、当該年度末に未使用切手がある場合は、その相当額を返還す

るものとします。 
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取扱い 
【ホームページの作成】 

ホームページの作成に要する作成委託費、ホームページ作成ソフト

の購入などの費用は、政務活動費から支出することができることとし

ます。 

 ただし、作成するホームページの内容に応じて、広報紙と同様の方

法で経費を按分することとします。 

【飲食を主とする店舗での会議経費支出の禁止】 

住民報告会等の会議等を行う場所として、飲食を主とする店舗（ス

ナック、居酒屋等）を使用することは、社会通念上、必要性や相当性

がないと判断されるため、政務活動費から支出することができないこ

ととします。 

【意見交換会等における食事の提供】 

政治家が選挙区内の住民に対して食事を提供することは、公職選挙

法の寄付行為にあたり禁止されています。このため、選挙区内の住民

への報告会等を実施する際に食事代を政務活動費から支出することは

できないこととします。

ただし、湯茶やこれに伴い通常提供される程度の菓子代であれば、

支出することができることとします。

なお、この場合、開催日時、場所、相手方（主催者）、参加者、目的

等を記録した書類、資料等を保管することとします。 

【会場費】 

会場費については、研修費（Ｐ９）の取扱いと同様とします。 
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項 目 ４ 広聴費 

内 容 
住民からの政務活動及び市政に対する要望及び意見の聴取並びに住
民相談等の活動に要する経費 

具体例 資料印刷費、会場費、茶菓子代、文書通信費、交通費等 

取扱い 
【飲食を主とする店舗での会場経費支出の禁止】 

住民の意見等を聴取する場所として、飲食を主とする店舗（スナ

ック、居酒屋等）を使用することは、社会通念上、必要性や相当性

がないと判断されるため、政務活動費から支出することができない

こととします。 

【意見交換会等における食事の提供】 

政治家が選挙区内の住民に対して食事を提供することは、公職選

挙法の寄付行為にあたり禁止されています。このため、選挙区内の

住民との意見交換会等を実施する際に、食事代を政務活動費から支

出することはできないこととします。

ただし、湯茶やこれに伴い通常提供される程度の菓子代であれば、

支出することができることとします。

【会場費】 

会場費については、研修費（Ｐ９）の取扱いと同様とします。 
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項 目 ５ 要請・陳情活動費 

内 容 市政に関する要請及び陳情の活動を行うために要する経費 

具体例 資料印刷費、文書通信費、交通費、旅費、宿泊費等 

取扱い 
【市政に関する要請・陳情活動の対象】 

市政に関する要請・陳情活動は、国、県及び他の地方公共団体に

限らず、政党や企業等への要請・陳情活動についても、市政に関す

るものであれば、政務活動費から支出できることとします。 

ただし、市外に赴いて要請・陳情活動を行った場合は、日時、用

務先、対応部署、要請・陳情項目や概要などが明らかになるよう、「様

式１」（Ｐ２３）の報告書を作成し、支出書類とともに提出すること

とします。その他詳細な記録、入手資料、名刺、写真等については、

別途保管することとします。 

【公務出張における要請・陳情活動経費の支出】 

委員会視察等の公務出張において、公務終了後に要請・陳情活動

を行った場合は、調査研究費（Ｐ７）の取扱いと同様とします。 

【交通費、旅費、宿泊費】 

複数の経費区分に関連する基礎的経費の考え方は、 
「１交通費（Ｐ４）」「２旅費（Ｐ５）」を参照してください。 
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項 目 ６ 会議費 

内 容 
政務活動のために必要な会議の開催及び他の団体等の開催する意見
交換会等への参加に要する経費 

具体例 
会場費、資料印刷費、交通費、旅費、宿泊費、文書通信費、参加費
等 

取扱い 
【市政に関する会合への参加】 

市政の諸問題や、地方行財政等に関するものなど、政務活動のた

めに必要な会議及び他の団体等の開催する意見交換会等への参加に

要する経費であれば、政務活動費から支出できることとします。 

ただし、市外で開催される会合に参加した場合は、日時、会場、

主催者、概要など会合に参加したことが明らかになるよう、「様式１」

（Ｐ２３）の報告書を作成し、支出書類とともに提出することとし

ます。その他、入手資料等については別途保管することとします。 

【飲食を主とする店舗での会議経費支出の禁止】 

市政に関係する会議を開催する場所として、飲食を主とする店舗

（スナック、居酒屋等）を使用することは、社会通念上、必要性や

相当性がないと判断されるため、政務活動費から支出することがで

きないこととします。 

【会場費】 

会場費については、研修費（Ｐ９）の取扱いと同様とします。 

【議員以外の資格で参加している団体に係る経費】 

議員以外の資格で参加している団体（ＰＴＡ、保護司会等）の参

加費などは、政務活動費から支出することができません。 

【飲食を伴う会議の取扱い】

飲食を対象とした経費は政務活動費から支出できません。従って、

経費のほとんどが飲食費と考えられる会議・会合等の会費や参加費

については、政務活動費から支出できないこととします。 
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取扱い 
ただし、飲食を伴う会議のうち、飲食対象経費が区分できる場合

は、全経費から飲食対象経費を差し引いた部分が政務活動費から支

出できることとします。 

なお、この場合、開催日時、場所、参加者、目的等の記載のある

書類、資料等を保管することとします。 

【交通費、旅費、宿泊費】 

複数の経費区分に関連する基礎的経費の考え方は、 
「１交通費（Ｐ４）」「２旅費（Ｐ５）」を参照してください。 



- 16 - 

項 目 ７ 資料作成費 

内 容 政務活動のために必要な資料の作成に要する経費 

具体例 印刷製本費、翻訳料、事務機器購入費、リース代等 

取扱い 【資料作成にかかる経費の按分】
作成する資料の内容が、政務活動に関する内容とそれ以外に区分
できる場合は、全体における政務活動に関する記事の占める割合な
どの実態に合わせて経費を按分してください。 

なお、上記の方法が困難な場合は、全体の２／３を上限として支
出できることとします。 

 また、作成した資料に関しては、発行部数、配布先、使途を明ら
かにし、保管することとします。 

【事務機器の購入及び賃借（リース）の考え方】 
事務機器の購入及びリースについては、購入及びリースする物件
が、長期・継続的に使用される備品としての性質を有するようなも
のについては、「事務所費」として支出することとし、資料作成の際
に、短期的な使用かつ少額な消耗品として取り扱われるものについ
ては「資料作成費」として支出することとします。 

また、事務機器の購入及びリースについて、政務活動以外にも利
用されている場合は、次のように使用実態に応じて経費を按分して
支出することとします。 

             政務活動（時間、日数） 

按分割合（％）＝ 

政 務 活 動 （ 時 間 、 日 数 ） +そ れ 以 外 の 活 動 （ 時 間 、 日 数 ）

なお、上記の方法が困難な場合は、活動要素の数や量、活動状況

に応じて按分し、実費相当分を支出する方法があります。 

（１） 政務活動の他に、それ以外の活動に使用している場合は、

経費全体の２／３にあたる金額を上限として支出できること

とします。 

（２） 私的業務及び政務活動の他に、それ以外の活動に使用して

いる場合は、経費全体の１／３にあたる金額を上限として支

出できることとします。 
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取扱い 
【事務機器の購入制限】
 私的な資産形成につながるような事務機器の購入はできません
が、政務活動の必要上購入する場合は、購入金額が１件１０万円未
満のものに限ることとし、それを超えるものに支出する場合はリー
ス契約によることとします。 

 なお、リース契約をする場合は品名、契約先、契約期間、契約金
額等契約の内容がわかる契約書等を保管することとします。 

【事務機器購入の際の備品登録】 
 購入金額が１件１万円以上の事務機器を購入したときは、品名、
購入年月日、購入価格等がわかる備品台帳を作成し、保管すること
とします。 
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項 目 ８ 資料購入費 

内 容 政務活動のために必要な図書、資料等の購入に要する経費 

具体例 書籍購入費、新聞・雑誌購読料、有料データーベース利用料等 

取扱い 
【新聞購読料の支出】 

新聞を購読することで、国内外の情勢や時事などの必要な情報を

迅速かつ正確に手に入れることができ、議員の政務活動に資すると

考えられるため、資料購入費として政務活動費から支出できること

とします。 

ただし、新聞が自宅に配達されるなど、その新聞購読が個人とし

ての新聞購読と区別し難い場合は、一般社会人として少なくとも１

紙は購読していると考え、１紙分に関しては政務活動費から支出す

ることはできません。なお、２紙目以降については支出できること

とします。 

【政党等が発行している機関紙や書籍等の購入制限】 

議員が所属する政党の機関紙や書籍等については、政務活動に資

するものに限り、１紙（誌）かつ１部のみ、政務活動費より支出す

ることができることとします。 

【図書カード等の購入禁止】 

政務活動費は、議員の政務活動に資するため必要な経費の一部と

して交付されることから実費弁償が基本となっています。 

そのため、必要な図書、資料を直接購入せず、図書カード等を購

入し、その代金を政務活動費から支出することはできないこととし

ます。 

【資料の購入基準】 

ＤＶＤやＣＤのような資料の購入に関しては、資料の用途や必要

性が、市政に関連し、政務活動に資すると認められる場合に限り、

政務活動費から支出することができることとします。 

また、図書、ＤＶＤ、ＣＤ等の資料を購入するにあたり、政務活

動費から支出する場合は、品名だけでなく、購入した資料のタイト

ルを、領収書等の写しの添付用紙に記載するなど、明らかにしてお

く必要があります。 
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項 目 ９ 人件費 

内 容 政務活動を補助する職員の雇用に要する経費 

具体例 給料、手当、賃金等 

取扱い 
【人件費の支出】 

専ら政務活動の補助業務に従事する職員を雇用する場合には、

政務活動費から全額支出できますが、補助業務に従事する職員が

政務活動以外（例えば後援会活動等）の活動を同時に行う場合は、

実態に応じて費用を按分し、政務活動の補助に係る部分のみを支

出する必要があります。 

            政務活動（時間、日数） 

按分割合（％）＝ 

政務活動（時間、日数）+それ以外の活動（時間、日数）

なお、上記の方法が困難な場合は、活動要素の数や量、活動状

況に応じて按分し、実費相当分を支出する方法があります。 

（１） 政務活動の他に、それ以外の活動に従事している場合は、

経費全体の２／３にあたる金額を上限として支出できるこ

ととします。 

（２） 私的業務（例えば税理士業務など）及び政務活動の他に、

それ以外の活動に従事している場合は、経費全体の１／３

にあたる金額を上限として支出できることとします。 

また、補助職員を雇用する場合は、雇用契約を締結するなど雇

用関係を明らかにする書類を作成し、保管することとします。 

【親族の雇用】 

政務活動の補助をしている親族に対して、政務活動費から人件

費を支出することは可能です。 

 この場合、親族と雇用契約を締結するなど、雇用関係を明らか

にする書類を作成し、保管することとします。 

 ただし、配偶者及び生計を一にする親族に対しては、政務活動

費から人件費を支出することはできないこととします。 
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項 目 10 事務所費

内 容 政務活動のために必要な事務所の設置及び管理に要する経費 

具体例 
事務所の賃借料、事務所の維持管理費、備品購入費、事務機器購入

費、事務機器賃借料等 

取扱い 
【事務所経費の支出】 

事務所費として政務活動費を支出する場合、次の要件が必要とな

ります。

（１） 活動場所が事務所としての形態及び機能を有していること

（２） 継続的に活動が行われていること

なお、政務活動以外にも利用されている場合は、使用実態に応じ

て経費を按分して支出する必要があります。 

            政務活動（時間、日数） 

按分割合（％）＝ 

政務活動（時間、日数）+それ以外の活動（時間、日数）

上記の方法が困難な場合は、活動要素の数や量、活動状況に応じ

て按分し、実費相当分を支出する方法があります。 

（１） 政務活動の他に、それ以外の活動に使用している場合は、

経費全体の２／３にあたる金額を上限として支出できるこ

ととします。 

（２） 私的業務及び政務活動の他に、それ以外の活動に使用して

いる場合は、経費全体の１／３にあたる金額を上限として

支出できることとします。 

【自宅を事務所として使用する場合】 

自宅及び自己所有建物を事務所として使用する場合の賃料（家

賃）は、政務活動費から支出できないこととします。 

また、自宅等を事務所として使用するにあたり、かかった光熱費

を支出する際には、上記の事務所としての要件を踏まえるととも

に、次の要件を満たすことが必要です。

（１） 自宅として使用している居住空間と事務所として使用して

いる作業スペースが、壁やパーテーションなどで物理的に区

分されていること
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取扱い 
（２） 活動を行う空間に通信機器や事務機器及びデスク等が配置

され、事務所としての機能を有していること

なお、使用実態に応じて経費を区分し、政務活動に係る部分のみ

を支出することができます。 

上記の方法が困難な場合は、経費全体の１／３を上限として支出

できることとします。 

【事務所開設、改修等に係る支出】 

事務所開設のための土地・建物購入費や、資産形成につながる事

務所の改修等については、政務活動費からの支出はできないことと

します。

【駐車場の賃借料】 

事務所に付随している駐車場については、まず、駐車場が政務活

動のため必要なものであるかの判断が必要です。

政務活動のために必要なものである場合は、「事務所費」として

政務活動費から支出できることとします。

なお、政務活動以外にも利用されている場合は、使用実態に応じ

て経費を按分して支出する必要があります。

また、上記の方法が困難な場合の按分割合については、「事務所

経費の支出」の場合と同様の取り扱いとします。

【携帯電話使用料】 

携帯電話使用料（補助職員使用分を含む。）について、その使用

が政務活動のために必要なものであれば、「事務所費」として政務

活動費から支出できることとします。

また、政務活動以外にも利用されている場合は、活動要素の数や

量、活動状況に応じて按分し、実費相当分を支出する方法がありま

す。 

（１） 携帯電話を２台持つなど私的活動と区分している場合は、

経費全体の２／３を上限として支出できることとします。 

（２） 携帯電話を私的活動、政務活動及びそれ以外の活動との兼

用で使用する場合は、経費全体の１／３を上限として政務活

動費より支出できることとします。 
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取扱い 
なお、携帯電話の購入費及び買い替え費用の支出はできないこと

とします。 

【備品・事務機器の購入及び賃借（リース）の考え方】 

備品・事務機器の購入及びリースについては、購入及びリースす

る物件が、長期・継続的に使用される備品としての性質を有するよ

うなものについては、「事務所費」として支出することとし、資料

作成の際に、短期的な使用かつ少額な消耗品として取り扱われるも

のについては「資料作成費」として支出することとします。 

また、備品・事務機器の購入及びリースについて、政務活動以外

にも利用されている場合は、使用実態に応じて経費を按分して支出

する必要があります。 

なお、上記の方法が困難な場合の按分割合については、「事務所

経費の支出」の場合と同様の取扱いとします。 

【備品・事務機器の購入制限】

 私的な資産形成につながるような備品・事務機器の購入はできま

せんが、政務活動の必要上購入する場合は、購入金額が１件１０万

円未満（パソコンについては 1件２０万円未満）のものに限ること

とし、それを超えるものに支出する場合はリース契約によることと

します。 

なお、リース契約をする場合は品名、契約先、契約期間、契約金

額等契約の内容がわかる契約書等を保管することとします。 

【備品・事務機器購入の際の備品登録】 

購入金額が１件１万円以上の備品・事務機器を購入したときは、

品名、購入年月日、購入金額等がわかる備品台帳を作成し、保管す

ることとします。 
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   年  月  日

報 告 書

【□調査(視察)  □研修 □要請・陳情活動 □その他（     ）】

会派名             議員名           

 日 時

年 月 日 時 ～ 年  月 日  時

用務先と

対応部署

項 目

概 要

支出項目

□航空券 □JR □電車･バス等 □タクシー □宿泊代

□ガソリン □駐車料 □有料道路   

□その他（                    ）

その他

様式１ 



24 

Ⅴ 政務活動費関係例規

１ 地方自治法（第１００条第１４項から第１６項） 

第１００条 

１～１３  略 

１４ 普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、その議会の議員の調査研

究その他の活動に資するため必要な経費の一部として、その議会における会派

又は議員に対し、政務活動費を交付することができる。この場合において、当

該政務活動費の交付の対象、額及び交付の方法並びに当該政務活動費を充てる

ことができる経費の範囲は、条例で定めなければならない。

１５ 前項の政務活動費の交付を受けた会派又は議員は、条例の定めるところによ

り、当該政務活動費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出するものとする。

１６ 議長は、第１４項の政務活動費については、その使途の透明性の確保に努め

るものとする。

１７～２０  略
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２ 北九州市議会における政務活動費の交付に関する条例 

（平成13年３月30日条例第２号） 

改正 平成14年３月31日条例第41号 
平成19年３月19日条例第12号 
平成20年９月２日条例第42号 
平成23年３月17日条例第12号 
平成24年12月19日条例第77号 
平成31年３月26日条例第16号 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 交付対象（第２条） 

第３章 交付額及び交付方法等（第３条－第８条） 

第４章 雑則（第９条・第１０条） 

付則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第100条第14項から第16

項までの規定に基づき、北九州市議会議員（以下「議員」という。）の調査研究

その他の活動に資するため必要な経費の一部として、北九州市議会（以下「議会」

という。）における会派に対し政務活動費を交付することに関し必要な事項を定

めるものとする。 

第２章 交付対象 

（交付対象） 

第２条 政務活動費は、議会における会派（所属議員が１人の場合を含む。以下同

じ。）に対して交付する。 

第３章 交付額及び交付方法等 

（交付額及び交付方法） 

第３条 政務活動費は、各月１日（以下「基準日」という。）における会派の所属

議員数に35万円を乗じて得た額を毎月交付する。ただし、月の中途において議員

の任期（地方自治法第９３条第１項に規定する任期をいう。以下この項において

同じ。）が満了する場合は日割計算した額（その月の日数を基礎とする。）を、月

の中途において議員の任期が開始する場合は当該任期の初日における会派の所

属議員数に35万円を乗じて得た額を日割計算した額（その月の日数を基礎とす
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る。）を交付する。 

２ 基準日において議員の辞職、失職、除名若しくは死亡又は所属会派からの脱会

があった場合は、当該議員は前項の所属議員数に含まないものとし、基準日にお

いて議会の解散があった場合は、当該解散のあった日の属する月分の政務活動費

は交付しない。 

（政務活動費を充てることができる経費の範囲） 

第４条 市長は、会派が行う調査研究、研修、広報、広聴、要請及び陳情の活動等

市政の課題及び市民の意思を把握し、市政に反映させる活動その他の住民の福祉

の増進を図るための活動（以下「政務活動」という。）に資するため必要な経費

の一部として、政務活動費を交付するものとする。 

２ 会派が政務活動費を充てることができる経費の範囲は、別表の左欄に掲げる経

費ごとに同表の右欄に掲げるとおりとする。 

（経理責任者） 

第５条 会派は、政務活動費に関する経理責任者を置かなければならない。 

（収支報告書等の提出） 

第６条 政務活動費の交付を受けた会派は、経理責任者に政務活動費に係る収入及

び支出の報告書（以下「収支報告書」という。）を作成させ、当該収支報告書に

当該支出に係る領収書又は当該支出の事実を証する書類の写し（以下「領収書等

の写し」という。）を添えて、議長及び市長に提出させなければならない。 

２ 収支報告書及び領収書等の写し（以下「収支報告書等」という。）は、前年度

に交付を受けた政務活動費について、毎年４月30日までに提出しなければならな

い。 

３ 政務活動費の交付を受けた会派が解散したときは、前２項の規定にかかわらず、

当該会派の経理責任者であった者は、収支報告書を作成し、当該収支報告書に領

収書等の写しを添えて、解散の日から30日以内に議長及び市長に提出しなければ

ならない。 

（返還） 

第７条 市長は、政務活動費の交付を受けた会派がその年度において交付を受けた

政務活動費の総額から、当該会派がその年度において政務活動に資するため必要

な経費として支出した総額を控除して残余があるときは、期限を定めて、当該残

余の額に相当する額の返還を会派に命ずることができる。 

２ 市長は、前項の規定による返還を命じたときは、その旨を議長に通知するもの

とする。 
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第４章 雑則

（透明性の確保） 

第８条 議長は、第６条第１項又は第３項の規定により提出された収支報告書等に

ついて必要に応じて調査を行う等、政務活動費の使途の透明性の確保に努めるも

のとする。 

（収支報告書等の保存及び閲覧） 

第９条 議長は、第６条第１項又は第３項の規定により提出された収支報告書等を、

同条第２項又は第３項に規定する提出期限の日の翌日から起算して５年を経過

する日まで保存しなければならない。 

２ 何人も、議長に対し、前項の規定により保存している収支報告書等の閲覧を請

求することができる 

３ 議長は、前項の規定による請求があったときは、北九州市情報公開条例（平成

13年北九州市条例第42号）第７条に規定する不開示情報に該当する情報を除き、

収支報告書等を閲覧に供するものとする。 

４ 前３項に定めるもののほか、収支報告書等の保存及び閲覧に関し必要な事項は、

議長が別に定める。 

（委任） 

第10条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長

が別に定める。 
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別表（第４条関係） 

項目 内容

調査研究費
市政の諸問題、地方行財政等に関する調査研究及び調査委託に要す

る経費

研修費
政務活動のために必要な研修会の開催及び他の団体等の開催する研

修会への参加に要する経費

広報費
政務活動及び市政について住民に報告し、及び広報するために要す

る経費

広聴費
住民からの政務活動及び市政に対する要望及び意見の聴取並びに住

民相談等の活動に要する経費

要請・陳情活動費 市政に関する要請及び陳情の活動を行うために要する経費

会議費
政務活動のために必要な会議の開催及び他の団体等の開催する意見

交換会等への参加に要する経費

資料作成費 政務活動のために必要な資料の作成に要する経費

資料購入費 政務活動のために必要な図書、資料等の購入に要する経費

人件費 政務活動を補助する職員の雇用に要する経費

事務所費 政務活動のために必要な事務所の設置及び管理に要する経費

  付 則 

 この条例は、平成13年４月１日から施行する。 

  付 則（平成14年３月31日条例第41号） 

 この条例は、平成14年４月１日から施行する。 

  付 則（平成19年３月19日条例第12号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成19年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の北九州市議会における政務調査費の交付に関する条例の規定は、この

条例の施行の日以後に交付する政務調査費について適用し、同日前に交付した政

務調査費については、なお従前の例による。 

  付 則（平成20年９月２日条例第42号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

  付 則（平成23年３月17日条例第12号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成23年４月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ 改正後の北九州市議会における政務調査費の交付に関する条例の規定は、この

条例の施行の日以後に交付する政務調査費について適用し、同日前に交付した政

務調査費については、なお従前の例による。 

  付 則（平成24年 12月 19日条例第77号） 

（施行期日） 

１ この条例は、地方自治法の一部を改正する法律（平成24年法律第72号）中地

方自治法(昭和22年法律第67号)第 100条第 14項の改正規定の施行の日から施

行する。ただし、第３条第１項の改正規定（ただし書を加える部分に限る。）及

び第６条第３項の改正規定（「20日」を「30日」に改める部分に限る。）につい

ては平成25年２月１日から、第３条第１項の改正規定（「38万円」を「35万円」

に改める部分に限る。）については同月10日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正前の北九州市議会における政務調査費の交付に関する条

例の規定により交付された政務調査費については、なお従前の例による。 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第９条第２項の規定は、この条例の施行の日の前に交付された政務活

動費にかかる北九州市議会における政務活動費の交付に関する条例第６条第２

項に規定する収支報告書等についても適用する。 
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３ 北九州市議会における政務活動費の交付に関する条例施行規則 
（平成13年３月30日規則第25号）
改正 平成19年３月30日規則第20号 

改正 平成25年２月25日規則第３号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、北九州市議会における政務活動費の交付に関する条例（平成

13年北九州市条例第２号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定

めるものとする。 

（政務活動費の交付の申請） 

第２条 政務活動費の交付を受けようとする会派は、毎年度、政務活動費交付申請

書（第１号様式）により、議長を経由して市長に政務活動費の交付の申請をしな

ければならない。 

２ 前項の規定により交付の申請をした政務活動費の額に変更が生じたときは、政

務活動費変更交付申請書（第２号様式）により、議長を経由して市長に政務活動

費の額の変更の申請をしなければならない。 

（政務活動費の交付の決定） 

第３条 市長は、前条の規定により政務活動費の交付の申請又は政務活動費の額の

変更の申請があったときは、当該申請をした会派について交付すべき年度分の政

務活動費の額を決定し、政務活動費交付決定通知書（第３号様式）により、議長

を経由して当該会派に通知するものとする。 

（政務活動費の請求等） 

第４条 前条の規定により通知を受けた会派は、毎月、政務活動費の交付を市長に

請求するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による請求があったときは、速やかに政務活動費を交付す

るものとする。 

（収支報告書） 

第５条 条例第６条第１項に規定する収支報告書は、政務活動費収支報告書（第４

号様式）によるものとする。 

（政務活動費の交付額の確定） 

第６条 市長は、条例第６条第２項又は第３項の規定により収支報告書等の提出が

あったときは、その内容を審査し、交付すべき政務活動費の額を確定し、政務活

動費交付額確定通知書（第５号様式）により、議長を経由して当該会派又は当該

会派の経理責任者であった者に通知するものとする。 

（返還） 

第７条 条例第７条第１項の規定による返還の命令は、命令を発する日から20日を

超えない範囲内で期限を定めて、政務活動費返還命令書（第６号様式）により行



31 

うものとする。 

（会計帳簿等の整理保存） 

第８条 政務活動費の交付を受けた会派の経理責任者は、政務活動費の経理につい

て会計帳簿を調製するとともに、領収書等の証拠書類を整理し、会計帳簿及び証

拠書類を、交付を受けた政務活動費に係る収支報告書等の提出期限の日の翌日か

ら起算して５年を経過する日まで保存しなければならない。 

付 則 

この規則は、平成13年４月１日から施行する。 

付 則（平成19年３月30日規則第20号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成19年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の北九州市議会における政務調査費の交付に関する条例施行規則の規

定は、この規則の施行の日以後に交付する政務調査費について適用し、同日前に

交付した政務調査費については、なお従前の例による。 

付 則（平成25年２月25日規則第３号） 

この規則は、平成25年３月１日から施行する。 
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 第１号様式（第２条関係） 

政務活動費交付申請書

年  月  日  

北九州市長    様

会派の名称

代表者の氏名          印

      年度の政務活動費の交付を受けたいので、北九州市議会における政務

活動費の交付に関する条例施行規則第２条第１項の規定により、次のとおり申請

します。

１ 政務活動費の交付申請額                    円

２ 会派の所属議員数                       人

注 所属議員の氏名及び経理責任者の氏名を記載した書類を添付すること。

（日本産業規格Ａ４）
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第２号様式（第２条関係） 

政務活動費変更交付申請書

年  月  日  

北九州市長    様

会派の名称 

代表者の氏名          印

      年度の政務活動費の額に変更が生じたので、北九州市議会における政

務活動費の交付に関する条例施行規則第２条第２項の規定により、次のとおり申

請します。

１ 変更交付申請額                        円

２ 変更交付申請額の内訳

注 所属議員の氏名及び経理責任者の氏名を記載した書類を添付すること。

（日本産業規格Ａ４）
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第３号様式（第３条関係） 

政務活動費交付決定通知書

年  月  日  

    様

北九州市長          印

年  月  日付で交付の申請があった  年度の政務活動費につい

て、北九州市議会における政務活動費の交付に関する条例施行規則第３条の規定

により、次のとおり交付額を決定したので通知します。

年度政務活動費交付決定額（年度分）             円

（日本産業規格Ａ４）
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第４号様式（第５条関係） 

政務活動費収支報告書

年  月  日  

様

会派の名称
代表者の氏名          印

  北九州市議会における政務活動費の交付に関する条例第６条第１項の規定に
より、次のとおり提出します。

１ 収入                             円

２ 支出
（単位：円）

区分 金額 備考
調査研究費

研修費
広報費
広聴費

要請・陳情活動費
会議費
資料作成費

資料購入費
人件費
事務所費
合計

注 備考には、主な支出の内容を記載すること。

３ 差引残額                            円

（日本産業規格Ａ４）
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第５号様式（第６条関係） 

政務活動費交付額確定通知書

年  月  日  

 様

北九州市長          印

      年  月  日付で収支報告書等の提出があった  年度の政務活

動費について、北九州市議会における政務活動費の交付に関する条例施行規則第

６条の規定により、次のとおり交付すべき額を確定したので通知します。

１ 政務活動費の交付決定額                     円

２ 政務活動費の交付済額                      円

３ 政務活動費の交付確定額                     円

（日本産業規格Ａ４）
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第６号様式（第７条関係） 

政務活動費返還命令書

年  月  日  

様

北九州市長          印

      年  月  日付けで交付すべき額を確定した  年度の政務活動

費について、北九州市議会における政務活動費の交付に関する条例施行規則第７

条の規定により、次のとおり返還を命ずる。

１ 返還金額                           円

２ 返還期限                     年  月  日

３ 返還理由

（日本産業規格Ａ４）
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４ 北九州市議会における政務活動費の収支報告書等の閲覧に関する要綱 

（平成13年３月28日議長決裁）       

改正 平成19年３月29日議長決裁 

平成23年３月22日議長決裁 

平成24年11月29日議長決裁 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、北九州市議会における政務活動費の交付に関する条例（平成

13 年北九州市条例第２号）第９条第４項の規定に基づき、政務活動費に係る収

入及び支出の報告書並びに当該支出に係る領収書又は当該支出の事実を証する

書類の写し（以下「収支報告書等」という。）の閲覧に関し必要な事項を定める

ものとする。 

（閲覧開始日） 

第２条 収支報告書等の閲覧は、当該収支報告書等を提出すべき期間の末日から起

算して60日を経過する日の翌日からすることができる。 

（閲覧場所） 

第３条 収支報告書等の閲覧を行う場所は、議会議事堂内の閲覧コーナーとする。 

（閲覧時間） 

第４条 閲覧時間は、午前８時30分から午後５時までとする。 

（閲覧業務等を行わない日等） 

第５条 北九州市の休日を定める条例（平成３年北九州市条例第２号）第１条第１

項に規定する市の休日においては、収支報告書等の閲覧に関する業務は行わない。 

２ 議長が特に必要があると認めたときは、収支報告書等の閲覧に関する業務の全

部又は一部を休止することができる。 

（閲覧手続） 

第６条 収支報告書等の閲覧の請求は、政務活動費収支報告書等閲覧請求書（別記

様式）によるものとする。 

（閲覧方法） 

第７条 収支報告書等を閲覧する者（以下「閲覧者」という。）は、係員の指示に

従い、収支報告書等を書架から自由に取り出して閲覧することができる。 

２ 閲覧が終了したときは、閲覧した収支報告書等を元の場所に戻さなければなら

ない。 

（閲覧者の遵守事項） 

第８条 閲覧者は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(1) 収支報告書等は丁重に取り扱い、破損、汚損、又は加筆等の行為をしない
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こと。 

(2) 閲覧コーナーでは、音読、談話、飲食、喫煙等他の閲覧者の迷惑になる行

為をしないこと。 

２ 議長は、前項の規定に違反した者に対して、閲覧を中止させ、又は閲覧を禁止

することができる。 

付 則 

この要綱は、平成13年４月１日から施行する。 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成19年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の北九州市議会における政務調査費の収支報告書等の閲覧に関する要

綱の規定は、この要綱の施行の日以後に交付する政務調査費について適用し、同

日前に交付した政務調査費については、なお従前の例による。 

 付 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成 23 年４月１日から施行する。ただし、様式の改正規定は、

同年３月22日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱（様式の改正規定を除く。）による改正後の北九州市議会における政

務調査費の収支報告書等の閲覧に関する要綱の規定は、この要綱の施行の日以後

に交付する政務調査費について適用し、同日前に交付した政務調査費については、

なお従前の例による。 

 付 則 

 （施行期日） 

 この要綱は、地方自治法の一部を改正する法律（平成24年法律第72号）中地方

自治法（昭和22年法律第 67号）第 100条第 14 項の改正規定の施行の日から施行

する。ただし、第２条の改正規定については平成25年２月１日から施行する。 
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様式（第６条関係） 

政務活動費収支報告書等閲覧請求書

年  月  日

北九州市議会議長 様

住 所               

 氏 名              

 北九州市議会における政務活動費の交付に関する条例第９条第２項の規

定に基づき、収支報告書等の閲覧を請求します。


